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」ECK2012年 度総会
4月28日に「平成24年度定期総会」を開催し、提出された平成23年
度事業報告、同収支決算報告、平成24年度事業計画、同収支予算の
全議案が承認された。(本年度活動方針については2ページを参照)

施設見学会

役員のデスク待機に代わる会員間の親睦を図る行事として
施設見学会が企画され、4月 10日に横浜地方気象台、8月 29日
に海洋開発研究機構を見学した。

」ECK夏季会員懇談会

え
○田中 秀幸 フィジー
○大久保卓次 ベトナム
○谷保 茂樹 南スーダン
○肥後 照雄 アルゼンチン

草の根技術支援プロジェクトからの教訓と提言
環境配慮型工業団地事業準備調査
戦略保険人材育成プロジェクト
中小企業事情～数字から読む亜国
での活動。生活

神奈川県海外技術研修員来 日

」ECKが推薦した神奈川県海外技術研修員、Ms.subia
Pico Claudia Mabel(エ クァドル)、 Mr.Hassan Ahumad
AlbarkOuli(リ ビア)の両氏が8月 22日に来日した。
Ms.Mabelは、神奈り|1県総合リハビリテーションセンターで
介護技術を研修し、Mr.AlbarkOuliは 、慶應義塾大学藤沢
キャンパスで水システムに関する統計分析を研修する予定。

「神奈川から世界へ 神奈川発の国際協力
～草の根技術協力事業活動紹介展」

JICA横浜の草の根技術協力紹介イベントに参加し、」ECKA
が、「フィジー 貧窮沿岸村落における住民参加型生計向上プロジェクト」を、7月 7日から23日までパネル展示した。

海洋研究開発機構(スーパニコンピュータ)
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平成24年度 」ECK活動方針 」ECK理事長 カロ藤 博通

平成24年度はJECK創立10周年にあたり、これまで培ってきた実績に加え、次
の10年に向けたより充実した「会員の親睦、会員による国際協力推進」を実施し

て行きたいと思います。
一方ここ一年の間に、アラブの春、ミャンマーの民主化、タイの大水害、東日本大

震災、EUの金融危機、イラク、アフガンに替わるシリア内戦の拡大と社会、政治、

経済情勢は変動を来たしております。このような世界にあつて平和な社会を構築

するために最も基本となる貧困撲滅を目指し発展途上国援助、国際協力も各国

政府を始め諸llPO団体により地道に進められています。

このような環境の下、」ECK会員は主にJICA専門家として、それぞれの時代、

発展途上国を中心にその地域の異文化を体験しながら、そこに貢献する技術を
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における相互扶助の一端を担う活動を行っていきます。

1.会員相互の交流、親睦

本年度は特に「会員」相互の交流、参加行事を充実させたく思います。
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たく思います。
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新たな講座を企画していきたいと思います。

又、この横浜国大特殊講座の「講義録」を

記録として残したいと思っております。

3.神奈川県海外技術研修員の推薦、支援

」ECKは創立以来、平成16年 メキシコ、

17年 タイ、19年、21年、22年、23年の4年
エクアドルの技術研修員を推薦、選定され

てきました。 本年度は初めて、エクアドル、
リビアの2カ国、複数の研修員を推薦し選

定されたことは画期的なことです。 8月か

ら3月までの来日期間中、充分な研修と我

国文化に馴染まれ、帰国後両国交流の礎

になるように支援活動を充実させていきた
いと思います。
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をお願いいたします。

グループ リーダー 活動内容

事務局 植岡 総会、理事会提案事項の準備、会計、

会員管理、他団体連絡
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企画 谷岡 新規事業の企画

催し。行事 植岡 創立記念シンポジウム、夏季セミナー、

各種行事参加

出前講座 安延 各種出前講座の企画、実施

県海外技術研修員 福田 県海外技術研修員の推薦、研修支援

マ レー シア 日本 国 際 工 科 院 (MJIIT)とそ の 教 育  」EC《損 マレ
ーシア日本国際工科院教授 若林敏雄
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ESEとMPEはいずれも大学院と学部か

からなりいずれも研究による学位取得プ
ログラムであり、授業を受ける必要はほと

んどない。2013年9月には日本型の授業と研究に
よる修士の学位を取得できるプ

ログラムが設けられる予定である。現在、EGTは大学院
のみで、2013年より応用

化学として学部プログラムが設けられる。MOTは大学院
のみの構成である。
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中に行われ、3回日の最終試験は少なくとも150分
で行わなければならない。コー

スの評価は授業中の2回の試験がそれぞれ20%、
レポートが10%、最終試験が

50%で行われるのが一般的であるが、シラ
バスである程度自由に設計できる。こ
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は135単位以上である。修業年限は学書
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jKohzaと名付けられた。講座は、教授、准教授等
の数名のスタツフ、研究員と大

颯
全体で2012年においては約3320万 円,
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第2の職場での近況報告 」ECK評議員 大久保 卓次

定年後、幸運にも第2の勤務先となりました(社 )日本水道協会での近

況報告です。

日本水道協会 (」WWA)は、水道の普及とその健全な発達を図ること
を目的に昭和7年に設立され、現在では正会員(水道事業体)約 1,300、

賛助会員(水道関連会社)約 500を有する公益法人です。」WWAで
は、水道事業の経営や水道の技術及び水質問題について調査研究を

行う他、水道用資機材の検査、給水器具の品質認証等の業務を行つ

ています。私の所属する研修国際部は、水道事業体並びに賛助会員の

職員育成と質的向上を図ることを目的として、事務、技術面の各種研修

会、講習会を開催するとともに、日本の水道が国際社会の中で責任ある

役割を果たすべく国際水協会(IWA)活動への参画や開発途上国な
どへの上水道技術の貢献等を業務としており、この間に係わった海外
での仕事についてご報告します。

lベトナム国ロンアン省 「環境配慮型工業団地ユーテイリテイ運営事
業準備調査」
2010年 8月、ODAを活用して官民連携でインフラ整備を進めるPPP
方式による国際協力の推進のため、日本企業から提案のあった東南ア

ジアでの9事業力汀ICAにより選定され、その内の一件が当調査案件です。
ベトナムにおける工業団地は、1990年に第1号が建設されて以降、急

速に発展し、調査チームが結成された段階では223工業団地が認可さ

れており、既に171の工業団地が稼働していましたが、一方では工場廃

水が深刻な環境問題となっていました。対応の一環としてベトナム国首

相通達(2003年)で「市街地にある公害型産業の工場は郊外に移転し

なければならない」と規定されましたが、公害型産業を受け入れる機能

を備えた工業団地が無いため、通達は有名無実となっています。こうし

た状況の中、ホーチミン市に隣接するロンアン省が、三つの条件「日本企

業が運営・管理する工業団地」、「日本製の廃水処理装置の設置」、「日

本の環境基準での運用」が満たされるのであれば公害型産業を受け

入れる工業団地の造成に意欲を示していることから、今回のプロポーザ

ル「ベトナム国環境配慮型工業団地ユーティリテイ運営事業準備調査」

が立案されました。

具体的には、拡張予定の既設工業団地4ケ所(いずれも100ha単位
の大規模なもの)を対象に日本の企業が工業団地全体の廃水処理プ

ラントを建設・運営し、併せて表流水を水源とする上水道を整備して地

下水汲み上げによる地盤沈下を防止しようとする計画です。

ワールドリンクジャパン、野村総研を中心に7社による共同作業で、調

査期間は2010年 12月から2011年 6月まで、私は上水道施設設計条件
の検討の役割でチームの一員とし参加し、12月に1週間、2月に2週間

現地調査を行つてきました。水道施設に関しては、工期を3期に分け日

給水量計200,000m3の施設計画を作成しましたが、4ケ所の工業団地

が離れていることから送配水管の布設費が高額となり採算性の確保が

困難な結果となり、当初案でのプロジェクトの実施には至りませんでした

が、本年7月末にJICA海外投融資制度再開後の第1弾として、今回の

調査を基にした工業団地を絞り近場に水源を求め規模を縮小した廃水

処理・上水道PPP事業への融資が決定されました。

2.コロンビア国メデジン市 「第2回ラテンアメリカ上下水道広報関係者
セミナー」

メデジン市公益事業公社(EPM)と米州開発銀行(IDB)の主催で、

2011年 11月 3日～4日に開催された「自然災害時における上下水道関連

組織の広報・情報発信(断水、気候変動、汚染、風評等への実際の対

応等)」をテーマにしたセミナーです。参加者はコロンビア、メキシヨ、ハイ

チ、エクアドル、チリ、ウルグアイ、プラジル、米国(IDB)からの広報担当

者、弁護士、ジャーナリスト等約40人でした。」ICAから費用は主催者持
ちで日水協から誰かと派遣要請があり、東日本大震災の後、全国の水

道事業体による地震・津波被災地の応急給水、応急復旧支援活動の

連絡調整で岩手へ行ったこと、2010年 10月に 新潟市で開催された「日

米台湾水道地震対策ワークショップ」の事務局を担当したことから、私
が適任と言うことになり初めて南米に足を踏み入れてきました。セミナー

では各参加者30分の発表時間でしたが、私の報告は階段席の講堂ヘ

場所を移し、EPMの職員等聴講者300人。90分の時間を与えられました
ので、日本の水道、地震及び被害の概要、日本全国の水道で取り組ん

だ復旧支援活動等についてプレゼンを行ってきました。
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3.「ASIA WATER 2012」 マレーシア国クアラルンプール市
2012年 3月27日～29日に開催された、「上下水道事業の継続性と効

率性」をテーマとするマレーシア水道協会(MWA)主催の上下水道国
際会議と上下水道関連企業展示で、マレーシア、シンガポール、インドネ
シア、中国、台湾、インド、韓国、スウェーデン、オーストリア、オランダ、デン

マーク、US,EUなどから会議参加者数約500名、出展企業数約70041と
隔年開催で7回日となる大規模なものでした。

会議直前にMWAより「人材育成」についてJWWAヘプレゼン要請
と初日か二日目の時間枠選択の提示があり、2スロット用意してくれるなら
「東日本大震災」のプレゼンをするのも可能と伝えたところ、国内外の参
加者がぜひ聞きたがっている絶好のトピックであると承諾され、昼間のセ

ミナーで「人材育成とJWWAの研修プログラム」をプレゼンし、「東日本
大震災とJWWAの復旧支援活動」の講演は、夕方のMWA年次カン
ファレンスデイナーで功労者表彰式の後の特別講演(聴講者400人 )と
して編成され、それぞれ30分のプレゼンを二つ行つてきました。

こういう機会に恵まれましたのも、」ECKでの皆様からの刺激を受けた
おかげと思っています。今後ともよろしくお願いいたします。

ベトナム導水路調査 MWA会長及び受賞者


